
四條畷市地域介護予防活動支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者の社会的孤立の解消、心身の健康の保持及び増進、要介

護状態の予防並びに地域の支え合い体制を促進することを目的とし、高齢者や地域

住民が交流できる通いの場を運営する団体に対し、予算の範囲内で補助金（以下「補

助金」という。）を交付することに関し、四條畷市補助金等交付規則（平成１２年四

條畷市規則第８号。以下「規則」という。）の定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）高齢者 四條畷市に居住する６５歳以上の者をいう。 

（２）補助対象事業 補助金の交付対象となる事業をいう。 

（補助対象事業等） 

第３条 補助対象事業は、次の各号全ての要件を満たしているものとする。 

（１）介護予防に資する活動であること。 

（２）四條畷市内で開設されるものであること。 

（３）１回あたりの活動時間が概ね１時間以上であること。 

（４）月１回以上、開催するものであること。 

（５）高齢者の平均参加人数が概ね５人以上であること。 

２ 補助対象事業を行う者は、障がい者や子ども等の地域住民を柔軟に受け入れるよ

う努めなければならない。 

３ 利用料は原則無料とする。ただし、補助対象事業を行う者が当該事業の利用者に

実費等の負担を求める場合は、事前に文書等で通知したうえで徴収するものとする。 

（補助対象団体） 

第４条 補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、次の各

号いずれにも該当する団体とする。 

（１）営利活動、政治活動又は宗教活動を目的としないこと。 

（２）法令及び公序良俗に反しないこと。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）を構成員に持つ団体等

でないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力

団又は暴力団員と密接な関係を有する団体等でないこと。 

（５）補助対象事業に類似する事業で、他制度による補助金又は助成金を受けていな

いこと。 

（補助の対象経費等） 

第５条 補助金の交付対象となる経費は次のとおりとする。 



（１）事務費（消耗品費、印刷製本費、修繕費又は郵便料） 

（２）使用料及び賃借料（会場借上料等） 

（３）その他四條畷市長（以下「市長」という。）が必要と認める経費 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは対象経費としない。 

（１）食事及び茶菓等の飲食費 

（２）参加者用の原材料費 

（３）備品購入費（事務用備品、電化製品等） 

（４）支出内容が確認できないもの 

（補助の期間） 

第６条 補助対象事業に対する補助の期間は、単一の会計年度（以下「年度」という。）

とする。 

２ 補助金の交付対象となる期間の開始月については、第９条の規定により交付決定

した日の翌月又は市長の指定した日が属する月からとする。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は次の各号に定める補助金の上限額と実際に支出した補助対象経

費の合計額を比較して、いずれか少ない額とする。 

（１）開催頻度が概ね月１回以上であり、月２回未満の場合は、１０，０００円を上

限とする。 

（２）開催頻度が概ね月２回以上であり、週１回未満の場合は、２０，０００円を上

限とする。 

（３）開催頻度が概ね週１回以上の場合は、４０，０００円を上限とする。 

２ 前項に規定により算出した額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てる。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象団体の代表者は、四條畷市地域介護

予防活動支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて指定

の期日までに市長に提出しなければならない。 

（１）四條畷市地域介護予防活動支援事業計画書（様式第２号） 

（２）四條畷市地域介護予防活動支援事業収支予算書（様式第３号） 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定等） 

第９条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査し、補助

金を交付すべきものと認めたときは、交付の決定を行う。 

２ 市長は、前項の交付決定に際し、交付の目的を達成するため必要があると認める

ときは、条件を付するものとする。 

３ 市長は、補助金の交付の決定及び交付に当たって条件を付したときは、四條畷市

地域介護予防活動支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により補助金の交

付を申請したものに通知を行うものとする。 



（事情変更による決定の取消し等） 

第１０条 市長は、補助金の交付を決定した場合において、天災地変等その後の事情

の変更により特別の必要が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部

を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更するものとする。

ただし、交付決定事業のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りで

はない。 

２ 市長は、前項の規定により交付の決定を取り消し、又は決定の内容若しくは条件

を変更したときは、速やかにその旨を交付決定者に通知するものとする。 

（事業の遂行） 

第１１条 交付決定者は、補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件その他こ

の要綱に従い事業を行わなければならず、補助金を他の目的に流用してはならない。 

（事業計画の変更等）  

第１２条 交付決定者は、やむを得ない理由により次に掲げる事項を変更しようとす

るとき、又は交付決定事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、直ちに四

條畷市地域介護予防活動支援事業計画（変更・中止・廃止）承認申請書（様式第５

号）を市長に提出してその承認を得なければならない。 

（１）事業の目的を変更するとき 

（２）事業の実施主体を変更するとき 

（３）事業の実施場所を変更するとき 

（４）その他市長において必要と認めるとき  

（事業施行状況の報告） 

第１３条 交付決定者は、交付決定事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事

業の遂行が困難となった場合及び市長が必要と認めた場合においては、事業施行状

況報告書（様式第６号）を市長に提出して、その指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１４条 交付決定者は、交付決定事業が完了したとき（交付決定事業の廃止の承認

受けたときを含む。）は、四條畷市地域介護予防活動支援事業実績報告書（様式第７

号）に次に掲げる書類を添えて、遅延なく市長に提出しなければならない。 

（１）四條畷市地域介護予防活動支援事業活動報告書（様式第７号添付１） 

（２）四條畷市地域介護予防活動支援事業収支決算書（様式第３号） 

（補助金の額の確定）  

第１５条 市長は、前条第１項各号の規定による報告書の提出を受けたときは、その

内容を審査し、交付すべき補助金の額を確定して当該交付決定者に対し、四條畷市

地域介護予防活動支援事業補助金確定通知書（様式第８号）により通知するものと

する。 

（交付の時期等）  

第１６条 補助金は、前条の規定により補助金の額が確定した後に支払うものとする。 

２ 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた交付決定者は、四條畷市地域介



護予防活動支援事業補助金請求書（様式第９号）により、市長に請求するものとす

る。 

（補助金の交付の取消し及び返還） 

第１７条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の全

部若しくは一部の交付を取り消し、又は既に交付したものについては期日を定めて

返還させることができる。 

（１）規則及びこの要綱等に違反したとき 

（２）不正な行為により補助金の交付を受けたとき 

（３）補助金を目的外又は不当に使用したとき 

（４）補助金の交付条件に違反したとき 

（５）第１３条の指示に従わなかったとき 

（６）その他市長が必要と認めるとき 

（帳簿等の整備） 

第１８条 交付決定者は、交付決定事業の施行に関する書類及び帳簿等を整備し、５

年間保存しなければならない。 

（事業への協力） 

第１９条 交付決定者は、市及び地域包括支援センターが行う一般介護予防事業に協

力するものとする。 

（委任） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、四條畷市地域介護予防活動支援事業補助金

交付に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


